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1. 2023年2月期第1四半期の業績（2022年2月21日～2022年5月20日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年2月期第1四半期 45,016 6.5 4,905 6.6 5,199 8.6 3,511 9.2

2022年2月期第1四半期 42,285 3.8 4,602 25.5 4,785 29.5 3,216 31.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年2月期第1四半期 57.92 57.84

2022年2月期第1四半期 52.19 52.06

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首から適用しており、2023年２月期第１四半期

　　　に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。対前年同四半期増減率は、当該会計基準等適用前の2022年２月期

　　　業績と比較し増減率を計算しております。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2023年2月期第1四半期 129,041 74,407 57.6

2022年2月期 122,411 72,301 59.0

（参考）自己資本 2023年2月期第1四半期 74,281百万円 2022年2月期 72,175百万円

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首から適用しており、2023年２月期第１四半期に

　　　係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年2月期 ― 12.00 ― 13.00 25.00

2023年2月期 ―

2023年2月期（予想） 12.00 ― 13.00 25.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2023年2月期の業績予想（2022年2月21日～2023年2月20日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 83,700 3.7 7,000 8.6 7,250 6.5 4,621 2.4 76.01

通期 170,000 4.3 13,600 10.9 14,000 8.9 9,094 7.0 149.61

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首から適用しており、上記の業績予想は当該会

　　　計基準等を適用した後の数値となっております。対前期および対前年同四半期増減率は、当該会計基準等適用前の2022年２月期業績と比較し増減率を

　　　計算しております。



※ 注記事項

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年2月期1Q 69,588,856 株 2022年2月期 69,588,856 株

② 期末自己株式数 2023年2月期1Q 9,104,989 株 2022年2月期 8,800,971 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年2月期1Q 60,635,351 株 2022年2月期1Q 61,619,586 株

(注)期末自己株式数および期中平均株式数(四半期累計)を算定するための期中平均自己株式数については、「株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託
　　 財産として株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有している当社株式を含めております。

※四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績予想に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき当社が判断したものであります。実際の業績は、
今後様々な要因によって予想値と異なる可能性があります。

　なお、業績予想の前提となる条件等については、四半期決算短信（添付資料）2ページ「1.当四半期決算に関する定性的情報（3）業績予想などの将来予測情
報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染者数が抑制され、活動制限の緩和に

より消費活動が徐々に正常化に向かう一方、急激な円安による為替相場の変動やロシア・ウクライナ情勢に起因

する資源価格の高騰など、景気の先行きは不透明感を増している状況にあります。

このような環境の中、当社は、北海道から沖縄までの全国47都道府県に、お客様にとって便利で標準化された

店舗網の拡充を進めるため、９店舗の新規出店を行いました。また、一方で２店舗を閉鎖いたしました。以上の

結果、第１四半期会計期間末の店舗数は1,043店舗となりました。

商品別の売上高の動向におきましては、衣料部門は気温の高い日が多く、春物衣料や夏物衣料が好調に推移し

ました。また、小学校高学年向け衣料も前年と比べ、大きく売上を伸ばしました。雑貨部門は粉ミルクなどの食

料品、マスクなどの衛生用品、シューズや服飾雑貨などが好調でありました。

売上総利益におきましては、売上高が増加したことにより、168億５千８百万円（前年同期比5.1％増）となり

ました。

販売費及び一般管理費におきましては、積極的な出店で店舗数が増加したことなどにより、119億５千３百万円

（前年同期比4.5％増）となりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は450億１千６百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益は49億５

百万円（前年同期比6.6％増）、経常利益は51億９千９百万円（前年同期比8.6％増）、四半期純利益は35億１千

１百万円（前年同期比9.2％増）となりました。

当第１四半期会計期間末店舗数1,043店舗の地域別の状況は、北海道地区47店舗、東北地区89店舗、関東地区

287店舗、中部地区173店舗、近畿地区189店舗、中国地区74店舗、四国地区39店舗、九州・沖縄地区145店舗とな

りました。

なお、当社の事業内容はベビー・子供の生活関連用品の販売事業の単一セグメントのみであるため、セグメン

トごとの業績の状況の記載を省略しております。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期会計期間末における総資産は1,290億４千１百万円と前事業年度末から66億３千万円の増加となり

ました。これは、現金及び預金が31億２千２百万円増加したことや売掛金が22億３百万円増加したこと、商品が

19億９千４百万円増加したことなどによります。

当第１四半期会計期間末における負債は546億３千４百万円と前事業年度末から45億２千３百万円の増加となり

ました。これは、電子記録債務が43億３千４百万円増加したことなどによります。

当第１四半期会計期間末における純資産は744億７百万円と前事業年度末から21億６百万円の増加となりまし

た。これは、主に四半期純利益35億１千１百万円による増加の一方、配当金の支払７億９千万円および自己株式

の取得４億９千９百万円があったことで減少したことなどによります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月30日付「2022年２月期 決算短信〔日本基準〕(非連結)」において発表いたしました第２四半期(累

計)および通期の業績予想に変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年２月20日)

当第１四半期会計期間
(2022年５月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 58,461 61,584

売掛金 3,669 5,873

商品 26,033 28,028

未着商品 1,195 767

預け金 1,226 713

その他 2,317 3,199

流動資産合計 92,904 100,167

固定資産

有形固定資産 12,130 12,159

無形固定資産 1,022 1,036

投資その他の資産

その他 16,381 15,705

貸倒引当金 △26 △26

投資その他の資産合計 16,354 15,678

固定資産合計 29,507 28,874

資産合計 122,411 129,041

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,968 9,337

電子記録債務 28,549 32,883

未払法人税等 2,322 1,905

賞与引当金 798 1,218

設備関係支払手形 222 106

株主優待引当金 81 64

その他 4,625 5,471

流動負債合計 46,567 50,986

固定負債

退職給付引当金 949 992

役員退職慰労引当金 328 328

資産除去債務 1,640 1,659

その他 625 667

固定負債合計 3,543 3,647

負債合計 50,110 54,634
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(単位：百万円)

前事業年度
(2022年２月20日)

当第１四半期会計期間
(2022年５月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,523 2,523

資本剰余金 2,666 2,671

利益剰余金 76,357 79,079

自己株式 △9,797 △10,283

株主資本合計 71,749 73,991

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 399 135

繰延ヘッジ損益 25 154

評価・換算差額等合計 425 290

新株予約権 125 125

純資産合計 72,301 74,407

負債純資産合計 122,411 129,041
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期累計期間
(自 2021年２月21日
　至 2021年５月20日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年２月21日
　至 2022年５月20日)

売上高 42,285 45,016

売上原価 26,241 28,157

売上総利益 16,044 16,858

販売費及び一般管理費 11,441 11,953

営業利益 4,602 4,905

営業外収益

受取利息 25 26

為替差益 37 139

受取補償金 76 78

その他 51 52

営業外収益合計 191 296

営業外費用

支払利息 1 1

支払手数料 4 0

売電費用 1 1

その他 0 0

営業外費用合計 8 3

経常利益 4,785 5,199

特別損失

減損損失 7 3

店舗閉鎖損失 － 12

災害損失 － 16

特別損失合計 7 32

税引前四半期純利益 4,778 5,167

法人税、住民税及び事業税 1,521 1,750

法人税等調整額 41 △94

法人税等合計 1,562 1,655

四半期純利益 3,216 3,511

　



株式会社西松屋チェーン(7545) 2023年２月期 第１四半期決算短信

6

（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2022年３月30日開催の取締役会決議により499百万円（317,000株）の自己株式を取得しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

①代理人取引による収益認識

顧客への財またはサービスの提供における役割が代理人に該当する取引について、従来は、顧客から受け取る

対価の総額を収益として認識しておりましたが、当該対価の総額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を

認識する方法に変更しております。

②インターネット販売における割引クーポン

商品等の販売において顧客から提示される不特定多数の消費者に配布した割引クーポンについて、従来は、顧

客から受け取る対価の総額を収益として認識する一方、提示された割引クーポンは販売費及び一般管理費として

処理する方法によっておりましたが、顧客から受け取る対価の総額から当該費用を控除した純額で収益を認識す

る方法に変更しております。

③自社発行商品券

自社が発行する商品券について、顧客が権利を行使する可能性が極めて低くなった時に収益を認識しておりま

すが、従来の営業外収益（その他）に計上する方法から売上高に計上する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は24百万円、売上原価は27百万円、販売費及び一般管理費は２百万

円、営業外収益は５百万円減少し、営業利益は５百万円増加しておりますが、経常利益及び税引前四半期純利益

に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響は

ありません。

　


